
 

 

 
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

    5/24 

NO.１７ 
川越市小仙波町 3－15－5 ℡049-222-4344  FAX 049-225-0340 

民商のホームページ http://www.kawagoehigasimatuyama.org/ 

 

付録 全国商工新聞 2023/５/ 2９発行 

全国商工団体連合会発行 第３５５６号 

 

平和とくらしを壊す大軍拡反対の声を大きく広げよう！ 
 被爆地・広島で開かれた主要７か国首脳会議（Ｇ７広島サミット）が 21 日に、

閉幕しました。２０日に発表された首脳声明を踏まえ、岸田首相が議長国会見を行

いました。最終日にはウクライナのゼレンスキー大統領も参加し、岸田首相やバイ

デン大統領らと会談し、Ｇ７の「結束」を演出しました。 

 １９日発表の「核軍縮に関するＧ７首脳広島ビジョン」には、核廃絶への具体策

がないどころか、核兵器は「防衛目的のために役割を果たす」とし「核抑止力」論

を正当化。核不拡散条約（ＮＰＴ）第６条に基づく「自国核兵器の完全廃絶の明確

な約束」履行を中国・ロシアに求めながら、Ｇ７諸国自らへの核廃絶の責任には一

切触れていません。 

 ゼレンスキー大統領との会談では、ウクライナに１００台規模の自衛隊車両を提

供し、ウクライナ負傷兵の自衛隊中央病院への受け入れ決定を伝達したと伝えられ

ています。これは紛争当事国に武器を供与する後方支援であり、憲法違反です。核

保有を正当化し、戦争をあおるためにヒロシマを利用することは許されません。 

軍拡増税の不支持は８割 

 国政では、岸田政権の暴走が極まっています。４３兆円の大軍拡を進める「軍拡

財源法案」、軍需産業への奉仕に至れり尽くせりの「軍需産業支援法案」など、平和

を壊す悪法がつぎつぎと強行されようとしています。 

 岸田政権が狙う大軍拡に対して、国民の批判が広がっていることが、メディアの

世論調査に示されています。共同の世論調査（７日） 

では、５年間で４３兆円の大軍拡を「適切でない」 

と回答が５８％と多数を占めました。また軍拡財 

源として増税を行うことを「支持しない」が８０ 

％で、圧倒的多数を占めました。「読売」の調査 

（３日）でも、軍拡のための増税について「反対」 

が６７％でした。多くの国民はくらしを追い詰め 

る大軍拡・大増税に批判的です。 

 憲法改悪反対の署名や反対集会に参加するなど、 

平和を守る行動に、ぜひご協力ください。 

川越・東松山民商  民商だより 
 

編集後記 5/18 に STOP！インボイスの会が「史上最大の 

STOP！インボイス大作戦…のための作戦会議」と題したトー 

クライブがネット配信され見ました。経済ジャーナリストやタ 

レント、国会議員も参加し様々な発言を聞けました。６月にも 

国会前で「STOP！インボイス一揆」も行います、ぜひ参加を。 
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